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シンガポール
１、裁判手続IT化の経緯

1990年代～ 紙の書面を用いた従来の裁判手続

1998年～2012 Electronic Filing System (EFS)

2013年～ Electronic Litigation System (eLit)
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シンガポール
１、裁判手続IT化の経緯

Electronic Filing System (EFS)

ペーパーレス化により仕事の効率を上げ、審理時間を短縮。

訴訟事件に関する情報を統合的に管理。

書面の提出がより迅速になり、必要な情報を素早く検索できるように。

誤った書面の提出や書面の出し忘れなどを最小限に。

同一事件の記録に同時アクセスできるように。
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シンガポール
１、裁判手続IT化の経緯

EFSがもたらしたカルチャー変化

書面の準備、申立て、受領等すべてが電子化。

記録の電子化により記録保管のための物理的なスペースが削減。

EFSの利用による裁判記録の円滑な提出。

LawNetを利用した訴訟検索。

SMSを利用したヒアリング情報の受領。

裁判官が自宅で仕事ができるように。
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シンガポール
２、現在の裁判手続

Electronic Litigation System (eLit)

 裁判所と弁護士間のメール連絡

 e-ファイリング

 e-事件管理

 ビデオ会議

 自動録音（Digital Transcription System : DTS）

 統計データ
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シンガポール
３、e提出（e-filing）

eLitにSingPassあるいはCorpPassを使用してログイン。

申立ての内容ごとにプラットフォームにそって必要情報を記入。

添付書面はPDF化したものをアップロード。

相手方代理人は、事前にeLitに登録されている法律事務所一覧から

プルダウンで選択。

申立費用や手続費用は、申立代理人の登録銀行口座から引き落とし。

事件ごとの手続費用が一覧で確認でき、クライアントにも報告できる。
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シンガポール
４、e事件管理（e-Case Management）

 事件記録の一括管理・共有。

 スケジュール管理。

 ヒアリング期日のオンライン申込み。
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シンガポール
５、e法廷（e-Court）

法廷での自動録音→録音データは公的裁判記録に。

テレビ会議システムを使用したヒアリング

モニター・スクリーン等が完備されたIT法廷

移動式モニター装置

開廷表の電子化

SMSによるヒアリング時間の告知
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シンガポール
６、本人訴訟への対策

民事裁判において本人訴訟は可能。

裁判所は弁護士の選任を推奨。

→その理由として、書面の電子的提出を挙げている。

本人訴訟で民事裁判を行う場合、書面を地方裁判所のサービス

事務局に持参し、費用を負担して電子化してもらうことが可能。

通常、裁判になるのは紛争の最終段階である場合が多いので、

その時点まで弁護士が選任されていないケースは稀。
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シンガポール
７、将来の裁判手続に向けて

Online Dispute Resolution (ODR)構想

Outcome Simulator

裁判やODR申立て前に、当事者が損害賠償額の算定などを事前に予

測できるよう、これまでの裁判例のデータを分析して、請求額の予測を

行うシミュレーター。

eSettlement

自動システムを利用してオンラインで和解を行う。裁判官やファシリテー

ターに入ってもらうことも可能。

→想定される事件（複雑性の少ない事件）自動車事故、少額訴訟、相続・財産
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シンガポール
７、将来の裁判手続に向けて

Ask Justin

国民が裁判手続などに疑問がある場合に利用すると、回答してくれる。

裁判所が提供する情報や分析に基づいて回答する。

Virtual Court

ビデオ会議システムの利用やストリーミングの実施。

→例：弁護士の待ち時間の削減、審理時間の短縮、海外に住む当事者への対応など

eTrial

シンガポール国内に代理人がいなくとも、オンラインでの口頭弁論開催。

A.I. の利用
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アメリカ
１、裁判手続IT化の経緯

1980年代 各倒産裁判所で事件一覧表を電子化、事件記録の電子化・PACER構築

1990年代前半 e-ファイリングへの取り組み開始

1996年 オハイオ州北部地区裁判所にて、大規模なアスベスト訴訟において、
初めてCM/ECFを利用。

1996年～ CM/ECFの本格的な構築開始

1997年後半 ニューヨーク州東部地区地方裁判所・ミズーリ州西部地区地方裁判所にて
CM/ECFの試験的導入開始

2001年～ 倒産裁判所にてCM/ECF利用開始

2002年～ 地方裁判所にてCM/ECF利用開始

2004年～ 控訴裁判所にてCM/ECF利用開始
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アメリカ
２、e提出（e-filing）

連邦裁判所

CM/ECF（Case Management/Electronic Case Files system）

 連邦裁判所に対する事件の申立て・書面の提供を電子的に行う

システム。

 各裁判所でトレーニングを受講するとログインアカウントが作成

できる。

 2004年より、CM/ECFの利用は弁護士に強制されている。
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アメリカ
２、e提出（e-filing）

州裁判所

州ごとに異なるシステムを構築して使用。

e-ファイリングができる対象事件も州によって異なる。

すべての裁判手続においてIT化されているわけではない。
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出典：https://www.pacer.gov/psco/cgi-bin/links.pl



アメリカ
３、e事件管理 （e-Case Management）

裁判官ごとのヒアリングスケジュールを公表。

PACERを利用した事件記録管理。

記録の提出忘れや追完などメールでの連絡。
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出典：http://www.nysb.uscourts.gov/
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出典：http://www.nysb.uscourts.gov/calendars/scc.html



アメリカ
４、本人訴訟への対策

本人訴訟の場合は、紙での申立てが可能。

紙での申立て時も、各裁判所が用意しているフォーマットに記入

する形で必要書面を用意。

申立て後、裁判所でスキャンして電子化する。
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アメリカ
５、記録の閲覧

連邦裁判所

PACER（Public Access to Court Electronic Records）

 連邦裁判所に係属する事件記録がすべて閲覧・ダウンロード

できる。

 1頁あたり10セント、1文書の料金上限が2.4ドル。

 利害関係人だけでなく、一般人も閲覧・ダウンロード可能。
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アメリカ
５、記録の閲覧 裁判記録のオープンアクセス

RECAPプロジェクト

・裁判記録の無料化を望む声から始まったプロジェクト。

・2009年、プリンストン大学情報技術センターから提供された技術を利用して開始。

・ある人がPACERにアクセスしてダウンロードしたデータを共有化させる仕組み。

・PACERは裁判記録を公文書だと称しているので、著作権の保護は及ばない。

・PACERは料金を支払わないダウンロード行為を禁じて刑事罰の対象になると

警告するが、RECAPユーザーはPACERユーザーではないので抵触しない。

・二次利用も特に禁止されていない。
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出典：https://free.law/recap/
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出典：https://www.courtlistener.com/docket/4290108/city-of-detroit-michigan/


